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学位論文内容の要旨
近年､日本と韓国の農村部では ｢住民参加型地域づくり｣､｢地域コミュニティ主導による地域活性化｣が活発化してい
る｡このような地域づくりは､様々な側面でこれまでの地域開発とは相違する｡すなわち､住民参加型地域づくりや地域
コミュニティ主導による地域活性化のような地域づくりは､画一化から多様性や個性化へ､外部依存型地域開発事業から
内発的発展へ､単一のアクターから多様なアクターへ､またアクター間の連携や対等な関係の構築などがその特徴であるD
しかし､日本と韓国の農村部は､過去高度経済成長を経験し現在は､過疎･高齢化が進んでいるため､こうした地域づく
りの実現は課趨となっている｡地域開発事業において住民参加やリーダーシップ､自律的な対応､間趨解決能力を左右す
るのは地域コミュニティに他ならない｡そこで本研究では､住民組織のあり方と行政の役割に着目し､日韓過疎地域にお
ける住民組織主導による地域づくりの可能性について考察することを目的とするO
日本と韓国における自治体の地域づくり政策は､とくに政策の実施方針で大きく相違する｡即ち､日本の安芸高田市の
場合､地域づくりの政策として,地域自治組織による自治活動を促進しているが,行政の干渉が大きい｡一方､韓国の済
州特別自治道の場合は地域コミュニティの自発性を最も重要祝しており､地域コミュニティからの自発性に競争力をつけ
る役割を果たしている｡
安芸高田市川根地区における川根振興協議会は､1970年代に発足して以来､自ら様々な地域間題に取り組みながら也
域づくりを行ってきた｡その過程で､独自の組織システムを構築し､実質的な基礎組織として果たす役割も幅広くなったC
また､行政(旧高宮町)との関係においても対等な関係を構築し､行政に政策を提案するパートナ-となった.このような
川根振興協議会の活動や役割､行政の支援策は､以降平成の大合併によって誕生した安芸高田市の地域づくり政策に大き
な影響を与えた｡一方､安芸高田市生桑地区における生桑振興会は､行政の政策によって誕生した地域自治組織であるO
組織の形態や活動などは行政の提示した雛型に沿って作られた｡住民の実質的な生活範囲からみると､集落が実質的な基
礎組織であり､地域間題は集落が自発的に対応している｡生桑振興会はボトムからの自発性が欠けており,住民にとって
振興会は行政組織の一部として認識されているため､住民参加による地域自治活動は期待しがたい｡韓国の済州特別自治
道新興2里では､地域自治組織である里会が中心となって地域活性化事業を行っている｡里会は､実質的な基礎組織とし
て役割を果たし､地域内の階層組織や機能組織を里会の下位組織にしながら､自らの役割と機能を拡大し､現在は自ら事
業を興す主体となり､行政との関係にも大きく影響している｡
本研究では､日韓過疎地域における住民組織と地域づくりに関して､住民組織のあり方や行政との関係にも検討をも加
え､住民組織主導による地域づくりの可能性の一端を示すことができた｡住民組織のあり方や変わりつつある社会諸条件
との相互作用による変化を分析した事例研究の結果から､こうした住民組織のあり方を示し､住民組織主導による地域づ
くりの本質を解明することができた｡
論文審査結果の要旨
本論文は,日韓の過疎地域の現状と課題を,住民組織の在り方と行政との関係に注目しながら,比較
分析し,住民組織主導による地域づくりの可能性を実証したものであるO安芸高田市川根地区の事例(第
3章)では,従来各集落が有していた基礎組織としての役割を旧村単位の川根振興協議会が受け継ぎ,
地域ガバナンスの当事者としての役割を果たしながら,深刻な過疎化に対応してきたことが明らかとな
ったOまた,日本に比べて高齢化の度合いが低く,専業農家の割合が高い済州道新興2里の事例研究 (第
5章)では,外部からの開発圧力に対応する過程で,行政の末端補助機関として位置づけられていた ｢里
会｣が,実質的な基礎組織として役割を拡大してきたことが明らかとなったOこの2事例から,過疎地
域における住民組織主導による地域づくりの実現には,基礎組織を中心とする地域ガバナンスが不可欠
であることが解明されたと言える｡さらに,平成の大合併後の地域自治組織の再編について考察した安
芸高田市生桑地区の事例 (第4章)では,自治組織とのパートナーシップによる地域づくりが標摸され
てはいるが,自治組織への権限委譲という実質的な変化は見られず,住民はこの振興会を行政組織の一
部として認識している実態が浮き彫りとなった｡つまり,住民組織による地域自治の復活は行政側が目
論んでいるような住民組織の統廃合によるスケールメリットだけでは達成できないことが立証された
と言えようO
以上,本研究で得られた成果は,日韓過疎地域における住民組織のあり方や行政との関係を明らかに
し,住民組織主導による地域づくりの可能性の一端を示すとともに,住民組織主導による地域づくりの
実現には,基礎組織を中心とする地域ガバナンスが不可欠であることを実証したものと評価できる｡こ
れらの成果は独創的であり,学術的な価値が高いと認められ,博士 (環境学)の学位論文に値すると認
定する｡
